
附属明細書 （金額は百万円未満の端数を四捨五入して表示しております。）

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８６　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細
（単位：百万円）

資産の種類
期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

有形固定資産 建物 206 6 - 212
（償却費損益内） 器具備品 2,135 58 1,484 708

車両 7 8 7 8
計 2,348 72 1,491 928

有形固定資産 該当なし - - - -
（償却費損益外） 計 - - - -
非償却資産 該当なし - - - -
有形固定資産合計 建物 206 6 - 212

器具備品 2,135 58 1,484 708
車両 7 8 7 8
計 2,348 72 1,491 928

無形固定資産 商標権（その他の資産） 2 - - 2
ソフトウェア 6,991 1,562 1,284 7,269
計 6,993 1,562 1,284 7,271

投資その他の資産 有価証券 192,789 52,906 32,722 212,973
預託金 398 0 - 398
仮払金（ｿﾌﾄｳｪｱ仮） 427 1,122 1,550 0
計 193,615 54,029 34,272 213,371

      減価償却累計額 減損損失   差引当期末
　当期償却額 累計額  残　　　　　高 摘　　要

128 17 - 84
297 117 - 411

3 3 - 5
428 137 - 500

- - - -
- - - -
- - - -

128 17 - 84
297 117 - 411

3 3 - 5
428 137 - 500

1 0 - 0
2,564 1,690 - 4,705
2,565 1,690 - 4,706

- - - 212,973
- - - 398
- - - 0
- - - 213,371

２．たな卸資産の明細
　　　 該当事項はありません。

３．有価証券の明細
(1)流動資産として計上された有価証券
　　　 該当事項はありません。

(２)投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：百万円）

満期保有目的債券 種類及び銘柄 取得価額 券面総額 貸借対照表計上額当期費用に含まれた
評価差額

利付国債（１０年）第２１２回 5,075 5,000 5,032 -

利付国債（１０年）第２１９回 4,148 4,000 4,052 -

利付国債（１０年）第２２０回 2,647 2,500 2,548 -

利付国債（１０年）第２２９回 1,703 1,700 1,701 -

利付国債（１０年）第２３０回 2,557 2,500 2,524 -

利付国債（１０年）第２３３回 4,010 4,000 4,006 -

利付国債（１０年）第２３５回 997 1,000 998 -

利付国債（１０年）第２３８回 2,589 2,500 2,544 -

利付国債（１０年）第２４９回 2,388 2,500 2,439 -

利付国債（１０年）第２５６回 5,000 5,000 5,000 -

利付国債（１０年）第２５９回 3,997 4,000 3,998 -

利付国債（１０年）第２６０回 978 1,000 986 -

利付国債（１０年）第２６４回 1,493 1,500 1,495 -

利付国債（１０年）第２６６回 1,001 1,000 1,000 -

利付国債（１０年）第２６８回 1,496 1,500 1,497 -

利付国債（１０年）第２７０回 1,987 2,000 1,990 -

利付国債（１０年）第２７３回 2,987 3,000 2,990 -

利付国債（１０年）第２８０回 5,001 5,000 5,001 -

利付国債　（２年）第２５７回 4,998 5,000 4,999 -

利付国債　（５年）　第３５回 2,507 2,500 2,501 -

利付国債　（５年）　第３７回 8,308 8,300 8,303 -

利付国債　（５年）　第３８回 6,031 6,000 6,014 -

利付国債　（５年）　第５３回 4,998 5,000 4,999 -

政府短期証券　第４９８回 12,984 13,000 12,992 -

摘要



第２０回　共同発行市場公募
地方債 1,009 1,000 1,006 -
第２２回　共同発行市場公募
地方債 997 1,000 998 -
第２８回　共同発行市場公募
地方債 1,998 2,000 1,999 -
第３７回　共同発行市場公募
地方債 4,963 5,000 4,970 -
第５０回　共同発行市場公募
地方債 4,963 5,000 4,966 -
第５１回　共同発行市場公募
地方債 2,994 3,000 2,994 -
第５５回　共同発行市場公募
地方債 5,000 5,000 5,000 -
北海道公募公債（５年）　平成
１５年度第９回 498 500 500 -
北海道公募公債（５年）　平成
１７年度第１３回 997 1,000 998 -
茨城県公募公債　平成１０年
度第１回 516 500 506 -
埼玉県公募公債　平成１３年
度第４回 1,513 1,500 1,506 -
千葉県公募公債　平成１６年
度第５回 497 500 498 -
千葉県公募公債　平成１７年
度第９回 1,496 1,500 1,497 -

東京都公募公債　第５５８回 1,051 1,000 1,017 -

東京都公募公債　第５７１回 511 500 505 -

東京都公募公債　第６０７回 1,497 1,500 1,498 -

東京都公募公債　第６２２回 3,013 3,000 3,010 -

神奈川県公募公債　第１２５回 998 1,000 999 -

神奈川県公募公債　第１２７回 1,495 1,500 1,497 -
神奈川県公募公債（５年）　第
９回 498 500 500 -
静岡県公募公債　平成１１年
度第２回 1,746 1,700 1,721 -
京都府公募公債　平成１０年
度第４回 1,741 1,700 1,715 -
京都府公募公債　平成１５年
度第４回 498 500 500 -
大阪府公募公債（５年）　第８
回 995 1,000 999 -
兵庫県公募公債　平成１１年
度第４回 609 600 604 -
兵庫県公募公債　平成１６年
度第９回 498 500 499 -
兵庫県公募公債　平成１６年
度第１２回 496 500 497 -
山形県　平成１５年度第４回公
債 1,191 1,200 1,196 -
山形県　平成１６年度第５回公
債 1,962 2,000 1,981 -

東京都　公債第７０３回 4,760 4,600 4,662 -

東京都　公債第７１３回 1,024 1,000 1,010 -

東京都　公債第７２１回 2,049 2,000 2,023 -
神奈川県　公債平成第１０回
お号 815 800 806 -
静岡県　平成１０年度第２回公
債 508 500 504 -
愛知県　平成１４年度第２１回
公債 941 1,000 958 -

大阪府　特別第２１４回公債 305 300 302 -

大阪府　特別第２１７回公債 1,012 1,000 1,006 -
広島県　平成１４年度特別第２
号公債 2,352 2,500 2,418 -
福岡県　平成１０年度第２回公
債 1,027 1,000 1,009 -
政府保証第９回　日本政策投
資銀行債券 1,490 1,500 1,493 -

第３０７回　政府保証道路債 105 100 102 -

第３３４回　政府保証道路債 498 500 499 -

第３４６回　政府保証道路債 998 1,000 999 -

第３４７回　政府保証道路債 992 1,000 994 -
政府保証第４回　日本高速道
路保有・債務返済機構債券 1,994 2,000 1,996 -
政府保証第７回　日本高速道
路保有・債務返済機構債券 3,603 3,600 3,602 -
政府保証第１２回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券 2,000 2,000 2,000 -
政府保証第３３回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券 2,489 2,500 2,490 -
政府保証第３６回　日本高速
道路保有・債務返済機構債券 1,999 2,000 1,999 -
第７６２回　政府保証公営企業
債 1,352 1,300 1,302 -
第７７２回　政府保証公営企業
債 962 900 912 -
第７７４回　政府保証公営企業
債 1,035 1,000 1,012 -
第８１３回　政府保証公営企業
債 2,505 2,500 2,504 -



第８２３回　政府保証公営企業
債 1,834 1,900 1,854 -
第８２４回　政府保証公営企業
債 2,431 2,500 2,462 -
第８４４回　政府保証公営企業
債 499 500 500 -
第８７４回　政府保証公営企業
債 2,489 2,500 2,490 -
第１９５回　政府保証首都高速
道路債 996 1,000 997 -
第２００回　政府保証首都高速
道路債 992 1,000 994 -
第１７２回　政府保証中小企業
債 989 1,000 996 -
第１７５回　政府保証中小企業
債 1,570 1,600 1,586 -
第１８０回　政府保証中小企業
債 1,498 1,500 1,499 -

第１８６回　政府保証中小企業債 1,984 2,000 1,988 -

第　２７回　政府保証電源開発債 1,331 1,300 1,313 -
第　２８回　政府保証電源開発
債 1,031 1,000 1,012 -
第　３１回　政府保証電源開発
債 105 100 102 -
第３０回　政府保証関西国際
空港債 1,813 1,800 1,805 -
第　６回　政府保証中部国際
空港債 1,199 1,200 1,199 -
政府保証第９４回　預金保険
機構債券 2,494 2,500 2,497 -
政府保証第９７回　預金保険
機構債券 999 1,000 1,000 -
政府保証第９８回　預金保険
機構債券 2,500 2,500 2,500 -
政府保証第１２４回　預金保険
機構債券 497 500 499 -
政府保証第１３３回　預金保険
機構債券 496 500 498 -
政府保証第１３８回　預金保険
機構債券 494 500 497 -
政府保証第１５７回　預金保険
機構債券 5,003 5,000 5,001 -
政府保証第１５９回　預金保険
機構債券 3,002 3,000 3,001 -
政府保証第１２回　国民生活
債券 1,299 1,300 1,299 -
政府保証第３回　東日本高速
道路債券 2,000 2,000 2,000 -
政府保証第５回　中日本高速
道路債券 1,000 1,000 1,000 -

計 213,471 213,000 212,973 -
関係会社株式 銘柄 取得価額 純資産に持分割合

を乗じた価額
貸借対照表計上額 当期費用に含まれた

評価差額
該当なし - - - -

計 - - - -
その他有価証券 種類及び銘柄 取得価額 時価 貸借対照表計上額 当期費用に含まれ

た評価差額

その他有価証券評価差額 摘要

Sewon Telecom株式会社 0 - 0 - -
計 0 - 0 - -

貸借対照表計上額合計 212,973

４．長期貸付金の明細
　　　 該当事項はありません。

５．長期借入金の明細
　　　 該当事項はありません。

６．債券の明細
　　　 該当事項はありません。

７．引当金の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 期末残高 摘要
目的使用 その他

賞与引当金 125 126 125 － 126
計 125 126 125 － 126

８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細
（単位：百万円）

区分 摘  要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

保険代位債権等 356,172 △ 116,892 239,281 300,462 △ 98,647 201,816
未収収益
　　保険代位債権等に係る債権 81,918 △ 81,680 238 － － －
未収収益
　　一般債権 479 △ 85 394 － － －

未収保険料
　　一般債権 6,662 △ 1,500 5,162 － － －

再保険貸
　　一般債権 368 1,077 1,445 － － －

未収金
　　一般債権 6 28 34 － － －

未収金
　　保険代位債権等に係る債権 4 △ 1 4 － － －

計 445,610 △ 199,051 246,558 300,462 △ 98,647 201,816

摘要

当期減少額

貸倒引当金の残高貸付金等の残高



９．退職手当引当金の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要
退職給付債務合計額 - - - -
　　退職一時金に係る債務 116 28 18 126
　　厚生年金基金に係る債務 - - - -
　　整理資源負担金に係る債務 - - - -
　　恩給負担金に係る債務 - - - -
未認識過去勤務債務及び
未認識数理計算上の差異 - - - -
年金資産 - - - -

退職手当引当金 116 28 18 126
期末要支給額を記載
しております。

１０．法令に基づく引当金等の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

支払備金
128 638 128 638

（注１）

責任準備金
12,559 13,184 12,559 13,184

（注１）

貸倒引当金
300,462 201,816 300,462 201,816

（注１）
（注２）

計
313,149 215,638 313,149 215,638

（注１）「独立行政法人日本貿易保険の財務及び会計に関する省令の規定に基づく経済産業大臣が定める算定の方法について」（平成13年3月29日平成13･03・27貿第2号）に基づき算出した額を

　　　計上しております。引当て及び取崩しの基準につきましては、決算期に洗替法により行っております。
（注２)貸倒引当金と対象資産総額との関係は「８．貸付金等に対する貸倒引当金の明細」に記載しております。

１１．保証債務の明細
　　　 該当事項はありません。

１２．資本金及び資本剰余金の明細
（単位：百万円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

資本金 政府出資金 104,352 － － 104,352
計 104,352 － － 104,352

資本剰余金 保険代位債権等評価差額金
　うちリスケ債権等評価差額 49,225 － － 49,225
　うち信用事故債権等評価差額 △ 3,838 － － △ 3,838
計 45,386 － － 45,386
資産計上評価差額 95,265 － 95,265
計 95,265 － 95,265
損益外減価償却累計額 － － － －
差引計 140,652 － 140,652

１３．積立金の明細
（単位：百万円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

１４．目的積立金の取崩しの明細
　　　 該当事項はありません。

１５．運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細
　　　 該当事項はありません。

１６．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
　　　 該当事項はありません。

１７．役員及び職員の給与の明細
(単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員
(800) (1) (-) (-)

役員 69,745 4 17,282 2
(-) (-) (-) (-)

職員 1,341,753 142 1,005 2
(800) (1) (-) (-)

合計 1,411,498 146 18,287 4
(注）
１．役員報酬基準の概要 理事長 1,149,200円

理事（＊） 981,600円
理事 893,800円
監事 705,200円 を月額として支給しております。
（＊）理事長の職務代行を行う順位が第１位である理事。
その他諸手当については「独立行政法人日本貿易保険役員報酬規則」に基づき支給しております。
非常勤監事の報酬は、800,000円を年額として支給しております。

２．支給人員 職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人数を記載しております。
３．非常勤役員の支給額 非常勤役員については内数を（　　）で記載しております。
４．職員給与基準の概要 職員の給与は俸給及び諸手当としております。

給与は「独立行政法人日本貿易保険給与規則」に基づき支給しております。
５．役員退職手当基準の概要 「独立行政法人日本貿易保険役員退職手当支給規則」に基づき支給することとしております。
６．職員退職手当基準の概要 「独立行政法人日本貿易保険退職手当規則」に基づき支給することとしております。

１８．開示すべきセグメント情報
　　　　当事業年度は単一セグメントによって事業を行っているため、記載を省略しております。

前期末の当期未処分利益を全額積立金に計上して
おります。

摘要

前中期目標期間繰越積立金 24,585 - - 24,585

区分

被出資債権等（未収収益を除く）の
第２期から第４期会計年度の間の
評価差額であります。

被出資債権の資産計上による
評価額であります。

区分
報酬又は給与 退職手当

通則法第44条第1項積立金 56,542 24,392 - 80,934



19．主な資産、負債、費用及び収益の明細

（１）現金及び預金
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
普通預金 25,215
定期預金 13,606
当座預金 -
現金 0
合計 38,822

（２）保険代位債権等
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
債務繰延に関する非常事故債権 235,702
（内訳）イラク 103,255
　　 　　アルゼンティン 39,578
　　　　 キューバ 37,116
　　　　 インドネシア 12,252
　　 　　スーダン 11,934
　　　　 他 31,566
信用事故債権 3,519
買取債権 60
合計 239,281

（３）正味収入保険料
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
貿易一般保険 6,530
海外事業資金貸付保険 1,801
海外投資保険 481
受再保険 414
貿易代金貸付保険 268
輸出手形保険 66
限度額設定型貿易保険 53
前払輸入保険 1
中小企業保険 1
合計 9,615

（４）事業費及び一般管理費
（単位：百万円）

内容 金額 摘要
情報処理費 2,748
ソフトウェア償却 1,690
給　　与 997
業務委託費 955
賃借料 460
賞　　与 289
法定福利費 152
減価償却費 137
賞与引当金繰入 126
外国旅費 117
顧問料 91
通信運搬費 49
雑    費 30
退職手当引当金繰入 28
会　　費 19
消耗品費 18
広告宣伝費 15
福利厚生費 11
会議費 11
その他 43
合計 7,985



２０．関連公益法人等に関する事項

（１）法人の名称 財団法人貿易保険機構 

（２）業務の概要 
 

・ 貿易保険に関する情報の収集・提供 
・ 外国企業の信用調査 
・ 貿易保険に関する諸事業への協力等 
 

（３）当法人との関係 貿易保険関連業務の委託 
① 貿易保険引受支援業務 
② 貿易保険信用調査支援業務 
③ 貿易保険査定・回収支援業務 
④ 貿易保険制度普及・広報支援 

（４） 役員の氏名 
(平成 20年 3月 31日現在) 
 

会長：空席、副会長：金成 憲道、古田 貴信、理事長：大津 幸男 
理事：大森 一夫、中村 義孝、今村 哲男、内海 博基、山際 邦明、

清水 幸比呂、和田 耕志、島崎 憲明、名尾 良泰、南 尚、南雲 悦

男、芳川 茂夫 
監事：讃井 暢子、迎 陽一 

（５）関連公益法人と当法人の取

引の関連図 
 

（独）日本貿易保険 

引受支援業務
信用調査支援

業務 

査定・回収 

業務 

制度普及・広

報支援業務 

 

業務委託 

 

業務部 信用調査部 広報・研修部 

（財）貿易保険機構  
（６）関連公益法人の財務状況 資産            486,285,640円 

負債            242,050,913円 
正味財産        244,234,727円 
当期収入合計額 1,459,821,371円     
当期支出合計額 1,505,903,787円       
当期収支差額   △46,082,416円      

（７）正味財産増減計算書 別表のとおり 
（８）関連公益法人の基本財産に

対する出えん、拠出、寄付等の

明細並びに関連公益法人の運

営費、事業費等に充てるため当

該事業年度において負担した会

費、負担金等の明細 

該当なし 

（９）関連公益法人に対する債権

債務の明細 
該当なし 

（10）関連公益法人に対する債
務保証の明細 

該当なし 

（11）関連公益法人の事業収入
の金額とこれらのうち当法人の

発注等に係る金額とその割合 

関連公益法人の事業収入(a)              604,905,583円 
当法人の発注等に係る金額(b)              465,164,153円 
割合(b/a)                                   77% 

（12）その他の重要な事項 財団法人貿易保険機構は、平成２０年３月３１日をもって解散し、４月１

日より清算手続きに入っております。 

(2007年 4月 1日から 2008年 3
月 31日における財務状況の数値)



（７）正味財産増減計算書

（単位：円）

一般正味財産増減の部

当期増減額
一般正味財産
期首残高

一般正味財産
期末残高

収益 収益の内訳 費用 費用の内訳

受取補助金等 その他の収益 事業費 管理費 その他の費用
Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ－Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ＋Ｄ

617,215,744 617,215,744 0 705,623,007 561,100,464 125,982,189 18,540,354 △88,407,263 281,551,990 193,144,727

指定正味財産増減の部

正味財産
期末残高当期増減額

指定正味財産
期首残高

指定正味財産
期末残高

収益 収益の内訳 費用等

受取補助金等 その他の収益
Ｆ Ｇ Ｈ＝Ｆ－Ｇ Ｉ Ｊ＝Ｈ＋Ｉ Ｋ＝Ｅ＋Ｊ

0 0 0 600,000,000 △600,000,000 651,090,000 51,090,000 244,234,727
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